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若手社員はどんなことを考えているのか？ 

◆「今の会社に定年まで！」 

社会経済生産性本部が今年入社した新入社員を対象

に行った意識調査（約 2,700 人が回答）で、「今の会

社に一生勤めようと思っている」と回答した人が５割

近く（47.1％）もいたそうです。この数字は 1990

年の調査開始以来、最も高い数字とのことです。 

 

◆「３年以内に辞める！」 

これに対し、カシオ計算機が 25 歳の会社員を対象

にインターネット上で行った調査（596 人が回答）で、

３年以内に今いる会社を辞めようと思っている若手会

社員が約４割いることが明らかになりました。「定年ま

で辞めない」と回答した人はわずか 12％だったそう

です。 

調査の仕方や回答者数が異なるため、上記２つの調

査結果を単純に比較することはできないかもしれませ

んが、新入社員の意識と数年働いた社員の意識とでは、

かなり異なってくるということでしょうか。 

あなたの会社の若手社員は、「今の会社に定年ま

で！」「３年以内に辞める！」どちらの考え方が多いで

しょうか？ 

 

◆上司とのコミュニケーション 

また、日本能率協会が新入社員を対象に行った意識

調査（1,334 人が回答）では、「上司との人間関係構

築のために有効だと思うこと」（複数回答）という問い

に対して、上位から「飲み会への参加」（89％）、「社

員旅行」（70％）、「運動会」（50％）という結果が出

たそうです。 

社員旅行や運動会を行う企業は以前と比べると少な

くなっていると思いますが、社内コミュニケーション

を図るために、これらを復活させる動き

も一部の企業であるようです。 

今国会に提出されている 

主な労働関係改正法案 

◆通常国会の会期は６月 15 日まで 

ここでは、現在開会中の通常国会に提出されて

いる、企業に影響を与えると思われる労働関係の

改正法案についてみていきます。 

 

◆中小企業にも障害者雇用納付金を義務化 

障害者の雇用の促進等に関する法律（障害者雇

用促進法）の一部を改正する法律案が提出されて

います。 

主な内容は、現在は障害者の雇用者数が法定雇

用率（1.8％）に満たない従業員「301 人以上」

企業に課されている納付金の支払義務を、順次

「201 人以上」、「101 人以上」の企業へも拡大



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 

するという内容です。また、障害者雇用義務の対象

となる労働者に、週の労働時間が 20 時間以上 30

時間未満の「短時間労働者」も追加されることとさ

れています。 

この法案が可決されれば、2009 年４月１日の施

行予定です。ただし、納付金支払義務が課される企

業の拡大については、「201 人以上」へは 2010 年

７月、「101 人以上」へは 2015 年７月とされてい

ます。 

 

◆「行動計画」提出義務付け企業を拡大へ 

「ワークライフバランス」の実現に向けて、次世代

育成支援対策推進法（次世代法）の改正案も今国会

に提出されています。 

従業員の子育てを支援する「仕事と育児の両立支

援に関する行動計画」（一般事業主行動計画）の策

定・届出を義務付ける対象企業を、現行の従業員

「301 人以上」の企業から「101 人以上」の企業

に拡大するのが主な内容です。この改正により、約

4 万 2,000 社が新たに策定・届出義務を負うことに

なると推計されています。また、「行動計画」の公表・

従業員への周知も義務付けられるようになります

（策定・届出義務のある事業主のみ）。 

この改正法案自体の施行予定日は 2009 年４月１

日となっていますが、「行動計画」の策定・届出義務

付け企業の拡大は、2011 年４月１日の予定です。

 

◆労働基準法の改正案 

月の時間外労働が一定の時間を超えた場合に、高

い割増賃金率を適用することなどを内容とする労働

基準法の一部改正案も国会で審議中です。主な内容

は以下の通りです。 

・月の時間外労働時間が 45 時間を超え 80 時間ま

での場合の割増賃金率については、２割５分以上

の率で労使協定で定める率とする（努力義務）。 

・月の時間外労働時間が 80 時間を超えた場合の割

増賃金については、５割増とする。 
 

◆低所得なのに保険料増！？ 

後期高齢者医療制度（長寿医療制度）に関する

マスコミ報道が跡を絶ちません。 

厚生労働省は当初、「低所得者は保険料負担が

軽くなる」と説明してきましたが、国民健康保険

（国保）から移行した低所得の夫婦世帯の多く

で、保険料負担が増えている可能性が高いことが

明らかになりました。 

これまで同省は、全国の市町村の８割が採用し

ている算定方式を用いた試算により、同制度の保

険料は国保のときよりも減ると説明していまし

たが、この算定方式が適用されるのは国保の加入

者数で見ると５割に満たないことから、試算方法

を見直すほか、市区町村ごとの実態調査を実施す

るようです。 

 

◆１万 2,000 人に新保険証が届かない 

保険証の問題も深刻です。厚生労働省は、新た

な保険証が届いていない高齢者が５月１日の時

点で約１万 2,000 人いることを発表しました。

転居の届出をしていないために行方がわから

なくなっている人も多いそうで、同省では、未着

の場合には引き続き古い保険証や免許証で医療

が受けられるように医療機関に要請するとして

いますが、すべての保険証が届くのはまだまだ先

のことのようです。 

 

◆障害者が事実上「強制加入」 

寝たきりなどの理由から障害者と認定された

人が後期高齢者医療制度に加入しないと医療費

補助を打ち切る措置をとっている自治体がある

こともわかっています。 

この措置をとっているのは 10 道県（北海道、

青森、山形、茨城、栃木、富山、愛知、山口、徳

島、福岡）で、任意とされているはずの障害者の

問題噴出の「後期高齢者医療制度」 



 

加入が「事実上強制となっている」との批判が起き

つつあるようです。 

 

◆保険料は７年後に４割増！ 

厚生労働省は、本人負担の保険料が７年後には約

４割も増えると試算しています。現役世代の負担が

大きくならないよう、高齢者の負担割合を引き上げ

るのがその理由であり、2008 年度は年額 6 万

1,000円の保険料が2015年度には約39％増の8

万 5,000 円になると見込まれています。 

 

◆果たして制度の見直しはあるのか？ 

野党４党は、後期高齢者医療制度の廃止法案を共

同で参議院に提出し、早期可決を目指す意向を示し

ています。また、与党である公明党でも制度の見直

し（低所得者の保険料引下げ、保険料天引きの廃止

など）に着手しているといわれています。 

者が被保険者であった期間であり、かつ、その被扶

養配偶者が当該特定被保険者の配偶者として第３号

被保険者であった期間）中の被保険者期間の標準報

酬を自動的に２分の１に分割するというものです。

この「３号分割」は、「離婚分割」のように夫婦

間の合意は必要ないのが大きな特徴です（なお「離

婚分割」の場合であっても、按分割合等についての

合意は必要です）。 

◆保険料は夫婦が共同して負担したもの 

標準報酬を自動的に２分の１にするという考え方

は、「第３号被保険者を配偶者とする第２号被保険者

の保険料は夫婦が共同して負担したものである」と

いう基本的認識を根拠にしています。 

なお、平成 20 年４月以後の「離婚分割」につい

てですが、「３号分割」をまず行ったうえで「離婚分

割」を行う必要があります。「３号分割」のみの請求

も可能とされています。 

また、複数回結婚・離婚等をした場合には、それ

らの特定期間を通算して３号分割の請求を行うこと

はできません。それぞれの離婚等ごとにその請求期

限内に３号分割の請求を行わなければならないので

す。 

 

◆「離婚分割」の申立てはどのぐらいあったか？ 

「離婚分割」の申立ては、制度開始時から昨年末ま

での９カ月間で 8,322 件あったことが最高裁判所

の集計で明らかになっています。１カ月平均 800

～1,000 件で推移しており、離婚調停・訴訟に合わ

せて申し立てられたケースが 7,479 件あり、合意

に至らずに審判などに持ち込まれたケースが 843

件あったそうです。 

今後、果たして「３号分割」の申立てはどのぐら

いあるのでしょうか？ また、この制度のスタート

により離婚の件数にも影響を与えるのか、注目した

いところです。 

 

◆「離婚分割」とは異なる「３号分割」 

平成 19 年４月から、夫婦が離婚した場合に厚生年

金を分割する制度（「離婚分割制度」）が始まって大き

な話題を呼びましたが、平成 20 年４月からは新たに

「３号分割制度」がスタートしました。 

「３号分割制度」は「夫が厚生年金保険の被保険者、

妻が第３号被保険者」という夫婦が離婚した場合、平

成 20 年４月１日以降の第３号被保険者期間につい

て、妻からの請求により、夫の特定期間（特定被保険

夫の年金を強制的に分割する 

「３号分割制度」

 


